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論文内容の要旨 
 
情報通信技術(IT)の発達により、インターネットが世界的に普及し、スマートフォ
ンやタブレット端末等が日常的に利用されるようになった(＝ 消費者の情報化)。そ
の結果、消費者の行動・生活スタイルに大きな変化が生じ、インターネットに常時接
続することによって情報の受発信を行い、自律的に購買・消費行動をする個人が増大
している。こうした高度情報化による消費者の行動の変化により、インターネットを
利用するオンライン環境と現実世界でのオフライン環境との垣根が急速に消滅しつ
つある。消費者が自律的にオンラインとオフラインとを行き来し、意思決定する環境
を O2O(Online to Online)と呼ぶようになっている。O2O の浸透は、企業にとっては
大きなビジネスチャンスであり、多くの企業が O2O への対応を進めている。小売業に
おけるネットと店舗とを融合した販売システム(オムニチャネル)は、その1例である。 
 
本論文は、この O2O 環境が浸透しつつある現在の消費者行動と企業活動を研究対象
としている。とりわけ、企業と消費者との接点、オンラインとオフラインとの接点、
言い換えれば「つなぎ」の部分に焦点を当て、O2O が企業にもたらしたメリット、企
業が展開すべき戦略、企業にとっての課題について検討している。 
 本論文の中心的部分は、査読誌掲載論文 2 本、学会招待講演発表論文(査読誌投稿
済み、現在、審査中)1 本に基づく 3 つの章(第 2 章、第 3 章、第 4 章)で構成されてい
る。 
 
本研究の目的と意義を述べた第 1 章に続く第 2 章では、消費者の情報化により、企
業が消費者のニーズをリアルタイムで把握し、それに基づいてタイムリーな財・サー
ビスを供給することが可能になったことを指摘し、サービス・デリバリー・システム
に消費者の環境要因を組み込むことで、コモディティ化した商品を差別化することが
できるようになったこと(＝ O2O が企業にもたらしたメリット)を理論的に分析し、概
念的フレームワークを提示している。この消費者の財入手の困難性と財の魅力度とを
分析軸とする概念的フレームワークを、①ネットスーパー、②宿泊予約サービス、③
タクシー配車サービス、④宅配食品サービス&店舗主導飲食サービス、⑤商品在庫検
索&店舗取り置きサービス、における先進的事例で検証している。 
 
第 3 章では、オンラインにおいて企業と消費者との接点(＝ つなぎ)となるオンラ
イン・サービス・インターフェースのメンタルモデルを提示し、そのモデルに基づい
て、これまで軽視されがちであったオンライン・サービス・インターフェースが重要
であることを指摘している。そして、タクシー会社のオンライン配車サービスの事例
を対象として用い、サービス・インターフェースに存在する壁の解消が重要であるこ
とを例証している。 
 
 第4章では、O2O環境下において企業に有益なマーケティング戦略の形成について検
討している。具体的には、既存研究の検討に基づく考察から、オンラインにおける取
引時点だけでなく、オンラインとオフラインにおける取引前、取引時点、取引後とい
う3つのプロセスを連結させたマーケティング戦略の重要性を主張する仮説を設定し
ている。そして、各種資料から収集した2012年-2013年の先進事例60をデータとして、
その特徴に基づいてコード化し、クラスター分析によって、事例を①来店動機形成型、
②プロモーション誘発型、③消費者移動サービス提供型、④サービス提供附随商品販
売型、の4カテゴリに分類している。その上で、このように導出した4つのカテゴリと
取引前・取引時点・取引後という3つのプロセスとの対応を考察し、取引前－②、取
引時点－③④、取引後－①という対応関係の存在を実例を用いて指摘している。最後
に、これらの対応関係を利用して、取引時点だけでなく、取引前と取引後も考慮した
戦略の重要性を例証することにより、本章で設定した仮説の妥当性を主張している。 
 
第5章では、結論と今後の課題について述べている。 
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論文審査結果の要旨 
 
 本学位論文の審査は、平成28年1月30日、10時から11時にかけて、本学文科系研究
棟2階セミナー室Dにおいて公開で行われた。申請者による提出論文の口頭発表の後、
6名の審査員との間で質疑応答が行われた。その後、12時から13時の試験時間で外国
語の試験が実施された。 
 本件の審査の結論は、上記の結果に基づき、同日、外国語試験終了後の14時から、
同室で開催された審査委員会において決定された。 
 
(1)論文に関する内容 
 
  「O2Oとは、ネット店舗やソーシャルメディア等の「Online」側と、実際の店舗を
示す「Offline」側の購買活動が相互に連携・融合し合う一連の仕組・取組のこと」(総
務省『平成25年版 情報通信白書』)であり、2011年頃より、各種メディアに取り上
げられ始めた電子商取引(Eコマース)関連のキーワードである。官公庁の白書で取り
上げられるほど重要な概念でありながら、非常に新しくかつ進展が著しい領域におけ
るトレンドであるため、進行する現実に理論的な説明が追いつけていない状況が見ら
れることも事実である。 
 申請者は、O2Oがメディアに登場して間もない頃より、O2Oに焦点を当てた研究に継
続的に取り組み、関連する学会での発表や査読誌への投稿を計画的に進めて来た。先
進的企業の実際の取組等についてのメディアでの紹介の数の多さに比べ、関連する学
術的研究がほとんど見られない中、申請者のO2Oを対象とした研究は貴重であり、O2O
についての先駆的研究として今後言及されることも予想される。こうした申請者の研
究に見られる先駆性、希少性は、高く評価できる。 
 論文の中心的部分が査読誌2本と日本経営システム学会部会招待講演での報告論
文 1本とで構成されている点については予備審査会(平成 27年 7月 30日実施)提出の
予備発表論文と同じであるが、章の順序の変更や重要度の低い章ならびに 2 次データ
に基づく図表の削除、クラスター分析の改善によって、予備審査会で指摘された問題
点への対応を試みており、論文全体の主張の流れは理解しやすくなったと思われる。
O2O 環境について、特にオンラインとオフライン、消費者と企業との「つなぎ」の部
分に焦点を当てた研究は本研究以外に見当たらず、経営情報論の分野での学術的貢献
であろう。定量的な分析が困難な性格の問題であるが、消費者の入手困難性と財の魅
力度を分析軸とするフレームワークを構築し、先進的事例を用いて妥当性を検証する
(第 2 章)、オンライン・サービス・インターフェースのメンタルモデルを作成し、事
例で検証する(第 3 章)、先進的事例の特徴をコード化し、クラスター分析によって分
 類し、仮説の検証を進める(第 4 章)、といった分析上の工夫が各章で見られ、分析に
具体性を与える上で一定程度成功している。 
一方、審査の過程で、審査委員から、 
・企業と消費者との接点、オンラインとオフラインとの接点、言い換えれば「つなぎ」
の部分が、企業経営面でもたらした戦略上のメリットについて、経営情報の質的向上
による経営の効率化や効果的な顧客ニーズの把握など、経営戦略策定の具体的メカニ
ズムの視点から言及が欲しい。 
・仮説や分析結果を示す概念図（図７，図９，図１０）が説明図として十分ではなく，
研究の独自性を強調する点でもインパクト不足に感じられる。文章による補足説明が
なくても内容・意図が正確に伝わるように，直観的かつ印象的な表現の工夫を望みた
い。 
・商品－消費者間のマッチング度を高めるキュレーション・ビジネス等、新しい動き
を考慮することでより精緻な分析ができたのではないか。 
・消費者と企業との「つなぎ」に焦点を当てた研究ではあるが、ICT 活用による O2O
事例は、企業の供給構造（費用側面）に依存する点も大きいことから、今後は、この
点も組み入れた上での「つなぎ」に関する分析も望みたい。 
・事例を収集してはいるが、文献に依存した 2 次的なものであり、今後は自ら取材し、
データを収集する姿勢が必要である。「プロアクティブ」という概念の取り込みと、
サービス産業以外も取り扱うことが望ましい。 
といった問題点や今後の課題についての指摘がなされた。表記ミスも散見された。 
 
本論文は、以上のように、いくつかの問題点・課題を残してはいるものの、現実先
行で学術的な研究が不足していたテーマに、新しい分析の枠組みや戦略の方向性を提
示することによって、経営情報の分野を始めとする関連諸学界に貴重な貢献をしたも
のと認められる。 
 
 
(2)外国語に関する内容 
審査対象論文における参考論文から引用した英文の和訳、要約を内容とする英語試
験を実施した。内容を制限時間内には十分に把握できなかったと推測される記述も見
られたが、おおむね原著論文の引用を行うに足る英語力を身に付けていると判断した
ので、英語試験は合格と判定した。 
 
(3)その他 
 本学位請求手続き書類中の様式第 2 号「論文目録」にも記載してあるように、第
3 章「消費者起点のオンライン・サービス・インターフェースの重要性」および第 4
章「消費者の情報化を活用した戦略プロセス形成に向けて」は、査読誌『日本経営シ
ステム学会学会誌』Vol.31・No.1(2014 年)および Vol.32・No.1(2015 年)で、それぞ
 れ公表されており、第 2 章も日本経営システム学会部会招待講演(2015 年 3 月)での報
告論文であり、査読誌へ投稿済みで 2016 年 1 月現在審査中である。また、日本経営
システム学会等で 5 回の研究発表を行っている。 
 
(4)総合判定 
 1月30日、14時から開催された審査委員会において審議し、審査員一同は、申請者
が「博士(経営学)」の学位を受けるに値するものと判断した。 
 
 
以上 
 
